
平成２２年度 消費者庁関係予算及び機構定員要求の概要
平成２１年１０月 消費者庁

消費者庁の２２年度予算及び機構定員要求については、「地方消費者政策の強化」「消費者事故情報等の集約・分
析・発信機能の強化」「着実な法執行等の推進」を柱に、

○概算要求額 ９２．１億円（２１年度９０．２億円。前年度比２．０％増）※
○「地方協力課」の創設とともに、定員１９名の増員（発足時定員２０２名） を要求。

※注 要求の増額分のうち、３．６億円は人件費の増加（２１年度予算においては１１ヶ月分のみの人件費が計上されていることに伴う人件費増等）

○厳正な法執行等の推進
消費者安全法、景品表示法、ＪＡＳ法、

食品衛生法、特定商取引法、個人情報保
護法など消費者庁が所管する法律につい
て、消費者の利益を守るための必要な企
画立案及び厳正な法執行を着実に実施。

○消費者政策に関する国際連携の推進
食品や製品による国境を越えた消費者

被害への対応をが増加している状況に鑑
み、アジア各国などと消費者政策における
国際連携を推進。

11.8億円(20.9%減)
11.8億円(20.9%減)

着実な法執行等の推進

○消費者事故の原因究明体制の拡充
消費者事故の迅速かつ的確な原因究

明を可能とするため、試験研究機関・企
業など外部の専門機関の活用を拡充。

○医療機関とのネットワーク構築
消費者安全法により関係機関から通

知される消費者事故情報に加え、消費
者事故発生時の状況などの詳細情報を
収集するため、医療機関とのネットワーク
を構築。（同種事故の再発防止に関する
検討材料とする）

○分析結果等の国民への発信体制の強化
消費者庁に寄せられる各種情報につ

いて一元的に集約・分析の上、消費者へ
の注意喚起等を迅速に行う。

○体制の強化
定員５名を増強。

4.1億円(96.9%増)
4.1億円(96.9%増)

消費者事故情報等の
集約・分析・発信機能の強化

【要求のポイント】

【主要項目の内訳】

※注 これらの他、国民生活センター交付金３２．０億円、人件費20.4億円、一般行政経費20.5億円を要求。なお、２１年度予算には「消費者政策委員会」経費１億円を含む。

○地方消費者行政の強化
－消費者庁が地域の消費者問題の実
情を把握するとともに、きめ細かく地
方自治体を支援するため、「地方協力
課」を新設、定員１１名を増強。

－全国の市町村と消費者庁が悪徳商法
や製品事故等に関する懸念情報等を
リアルタイムに共有できるネットワー
クを構築し、消費者を守る体制を強化。

○消費者ホットラインの充実
本年９月に一部都道府県で試行的に

実施した消費者ホットライン（全国共通
の消費者相談電話番号）を全国展開。
消費者が気軽に相談できる体制を強化。

3.2億円（49.5%増）
3.2億円（49.5%増）

地方消費者政策の強化
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（参考１）

消費者庁 ２２年度概算要求（内訳）
（単位：億円）

項 目 名 平成21年度 平成22年度

当初予算額 概算要求額

2.1 3.2Ⅰ 地方消費者政策の強化

○地方消費者行政の強化 0.2 1.4

○消費者ホットラインの充実 1.9 1.8

2.1 4.1Ⅱ 消費者事故情報等の集約・分析・発信機能の強化

○医療機関とのネットワーク構築 0 0.5

○消費者事故の原因究明体制の拡充 1.7 2.2

○分析結果等の国民への発信体制の強化 0.4 1.4

14.9 11.8Ⅲ 着実な法執行等の推進

○消費者取引対策 4.3 3.8

○表示対策 0.8 0.8

○食品表示対策 2.3 2.0

○消費者教育の推進 0.8 0.6

○国際連携の推進 0.8 0.8

○その他政策経費 5.8 3.8

Ⅳ その他

○国民生活センター交付金 32.0 32.0

○消費者庁人件費 16.8 20.4

○消費者庁一般行政経費 22.3 20.5

○消費者庁概算要求額 90.2 92.1

、 、 。※注１ 一般行政経費の減のうち 1.0億円は 消費者委員会の設置による当然減である

※注２ 四捨五入の関係で、各項目の合計値は、予算額合計と一致しないことがある。
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（参考２）

既存予算の削減例
（ ）百万円

項 目 名 平成21年度 平成22年度 削減額

当初予算額 概算要求額

○消費生活における重点的課題に関する調査 40.8 7.2 ▲33.6

○消費生活選好度調査 19.6 0.0 ▲19.6

○消費者教育充実・推進事業 73.7 63.0 ▲10.6

○消費者月間関連事業 6.4 0.0 ▲6.4

○消費者問題国民会議の開催 4.6 0.5 ▲4.1

○公益通報者保護の推進に必要な経費 40.0 29.4 ▲10.6

○個人情報保護の推進に必要な経費 61.4 56.0 ▲5.3

○公共料金分野における制度改革に関する調査 14.3 0.0 ▲14.3

○消費者表示適正化推進等経費 61.6 54.3 ▲7.3

○食品表示適正化推進等経費 234.0 200.6 ▲33.4

○土地建物借料 812.7 567.8 ▲244.9

○総務関係一般事務処理費 22.9 17.4 ▲5.5

○会計関係一般事務処理費 129.1 42.8 ▲86.3
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